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３．人員体制・雇用環境 

(1) 事務局のスタッフ体制 

①事務局スタッフの有無 

・８割のＮＰＯ法人が事務局スタッフを持ち、組織的安定的な体制確保が志向されている。 

【参考】 

約８割のＮＰＯ法人が何らかの形（有給・無

給、常勤・非常勤）で事務局スタッフを有して

いる。 

「ＮＰＯはボランティアの集まりであり、組

織性・安定性に乏しいのでは？」というイメー

ジを外部からを持たれやすいが、ＮＰＯ法人で

見る限り、その多くは事務局体制を有し、組織

的で安定的な運営が志向されていることが伺わ

れる。 

 

②事務局スタッフの人数 

・事務局スタッフ数は平均 6.3 人に上るが、その大半が、非常勤のスタッフで構成されて

いる。 

【参考】 

事務局スタッフの平均人数は、平均 6.3 人に上るが、その内訳を見ると常勤・非常勤別では非常

勤の方が多く、有給・無給別では無給が４割を占めることがわかる。このことは、ＮＰＯ法人が事

務局体制の確立により組織的・安定的な運営を志向している一方で、現実には活動の専従性や給与

面で依然として安定的な人材確保が困難となっていることを示唆していると考えられる。 

また、人数規模別に見ると、有給・無給、常勤・非常勤を問わず、その大半は１～２名程度が多

数を占めており、有給・無給、常勤・非常勤といった多彩な形態のスタッフを有しながら組織的・

安定的な運営を行っている規模の大きなＮＰＯ法人は少ないことが伺われる。 

 

 

 

 

 

 

事務局スタッフの有無

事務局スタッフが
いる
82.2%

無効
3.7%

無記入
2.6%

事務局スタッフは
いない
11.4%

（単位：％(対N)、N=1,418）

事務局スタッフ人数の構成比

39.1

32.7

56.1

33.0

22.1

19.0

26.4

21.7

13.7

12.7

7.6

14.3

12.8

16.3

13.4

10.6

9.5

9.4

1.7

9.7

8.3

4.5

4.3

1.2

0% 25% 50% 75% 100%

有給常勤スタッフ
（有効：662団体）

有給非常勤スタッフ
（有効：504団体）

無給常勤スタッフ
（有効：421団体）

無給非常勤スタッフ
（有効：470団体）

1人 2人 3人 ４～５人 6～10人 11人以上

－複数選択、無効・無記入を除く－

（単位：％(対有効)、N=1,418）

（1団体当たり）

有給 無給 合計

常　勤 1.7 0.8 2.5

非常勤 2.0 1.8 3.8

合　計 3.7 2.6 6.3

（単位：人、N=1,418、有効：1,180）

事務局スタッフの平均人数

―複数選択、無効・無記入を除く、特殊値補正―
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③事務局スタッフの勤務日数 

・企業・行政等と同じ週５～６日勤務の常勤スタッフを有するＮＰＯ法人もあるが、全体

的には平均勤務日数は短い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④事務局スタッフの勤務時間 

・企業・行政等と同じ１日７～８時間勤務の有給常勤スタッフを有するＮＰＯ法人もある

が、全体的には平均勤務時間は短い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局スタッフの1週間当たり勤務日数の構成比

67.9 21.9

21.4

54.3

7.1

16.1

1.7

8.3

1.5

33.2

7.2

5.7

42.3

14.1

75.6

2.7

2.6

15.5

0.6

0.5

0% 25% 50% 75% 100%

有給常勤スタッフ
（有効：595団体）

有給非常勤スタッフ
（有効：407団体）

無給常勤スタッフ
（有効：361団体）

無給非常勤スタッフ
（有効：352団体）

１～２日 ３～４日 5日 6日 7日

－複数選択、無効・無記入を除く－

（単位：％(対有効)、N=1,418）

事務局スタッフの1日当たり勤務時間の構成比

38.7 46.3

36.9

50.8

14.7

1.6

7.2

0.3

0.8

13.1

13.9

10.8

48.4

28.1

81.1 7.3

0% 25% 50% 75% 100%

有給常勤スタッフ
（有効：593団体）

有給非常勤スタッフ
（有効：426団体）

無給常勤スタッフ
（有効：360団体）

無給非常勤スタッフ
（有効：382団体）

１～３時間 ４～６時間 ７～８時間 ９時間以上

－複数選択、無効・無記入を除く－

（単位：％(対有効)、N=1,418）
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⑤事務局スタッフの給与 

・事務局スタッフの給与は、常勤が１３４万円／年、非常勤が約５１万円／年（４．３万

円／月）と低く、ＮＰＯへの人材流入には給与水準の向上が課題。 

【参考】 

常勤スタッフ、非常勤スタッフともにゼロ円が３～４割を占めているのが、全体の平均を押し下

げている原因となっている。また、常勤スタッフについては、ゼロから 300 万円未満が約８６％を

占めており、企業・行政等の標準的な賃金に比べると非常に低い。 

生きがいや働きがいを求めて、ＮＰＯを就業先として考える人が増えている一方で、ＮＰＯ活動

のみによって生計を成り立たせるだけの給与水準に達していないのが現状である。 

52 (6.2%)

46 (5.5%)

97 (11.6%)

13 (1.6%)

16 (1.9%)

30 (3.6%)

81 (9.7%)

86 (10.3%)

74 (8.9%)

75 (9.0%)

258 (30.9%)

6 (0.7%)

2 (0.3%)

1 (0.1%)

1 (0.1%)

5 (0.6%)

2 (0.3%)

2 (0.3%)

9 (1.2%)

28 (3.6%)

69 (8.9%)

196 (25.2%)

154 (19.8%)

309
 (39.7%)

0 50 100 150 200 250 300 350

０円

50万円未満

50万円以上100万円未満

100万円以上150万円未満

150万円以上200万円未満

200万円以上250万円未満

250万円以上300万円未満

300万円以上350万円未満

350万円以上400万円未満

400万円以上450万円未満

450万円以上500万円未満

500万円以上

常勤スタッフ(有効：834) 非常勤スタッフ(有効：778)

（単位：団体(％(対有効))、N=1,418）

－非常勤スタッフは年換算後、無効・無記入を除く－

スタッフの給与（１人当たり１年間）

　常勤スタッフ平均：1,341,071円

　非常勤スタッフ平均：514,011円

０円
39.7%

５万円未満
 21.7%

５万円以上
10万円未満
26.5%

10万円以上
15万円未満
7.2%

15万円以上
20万円未満
2.7%

20万円以上
2.2%

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：778）

－無効・無記入を除く－

非常勤スタッフの給与（１人当たり１ヶ月）

１人当たり１ヶ月
平均
42,834円
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(2) 会員 

①正会員（社員）数と賛助会員数 

・議決権を有する正会員数は平均 113 人、参加・支援の賛助会員数は 98 人である。 

・団体会員（平均：正会員 16 団体、賛助会員 13 団体）に比べて、個人会員が極めて多く、

ＮＰＯ法人が個人を中心にして成り立っていることが伺われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②個人・団体別／分野別の正会員（社員）数と賛助会員数 

・個人会員は、「正会員数」では保健医療、国際交流、環境保全が多く、「賛助会員数」で

は社会教育、人権平和、環境保全が多い。 

・団体会員は、「正会員数」ではＮＰＯ支援、地域安全、地域づくりが多く、「賛助会員数」

ではＮＰＯ支援、社会教育、災害救援、環境保全が多い。 

・保健医療、国際交流、環境保全等では個人会員が多く、地域づくり、スポーツでは団体

会員が多い。ＮＰＯ支援は、個人会員、団体会員ともに最も多い。 

32.3

47.8

30.7

19.7

16.0

13.2

10.3

8.7

8.8

8.6

1.9

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正会員（社員）数
(有効:1,189団体)

賛助会員数 
(有効:689団体) 

（単位：％(対有効)、N=1,418）

－無効・無記入を除く、特殊値補正（平均）－

個人の正会員（社員）数と賛助会員数

平均:113.0人

平均:98.4人
20人未満

20人以上50人未満 50人以上100人未満

100人以上200人未満 1,000人以上

200人以上1,000人未満

57.9

56.6

9.3

16.8

12.1

10.5

11.6

8.6 4.4

5.7

3.0

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正会員（社員）数
(有効:473団体)

賛助会員数 
(有効:429団体) 

（単位：％(対有効)、N=1,418）

－無効・無記入を除く、特殊値補正（平均）－

団体の正会員（社員）数と賛助会員数

50団体以上100団体未満

100団体以上

平均:16.4団体

平均:13.0団体
５団体以上10団体未満

５団体未満

20団体以上50団体未満

10団体以上20団体未満
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個人の平均正会員(社員)数と平均賛助会員数（主たる活動分野別）

113.0

180.4

79.3

80.1

70.2

144.3

15.3

27.9

145.6

30.7

111.0

349.4

42.8

38.3

15.5

60.6

61.7

254.1

16.9

68.2

50.4

168.9

22.7

2.0

250.7

56.7

38.8

63.7

4.3

2.0

110.6

110.1

103.3

97.6

92.3

90.7

102.4

100.1

98.4

95.0

0 100 200 300 400

全体(1191)
   　(690)

保健・医療(123)
         ( 70)

福祉(344)
    (224)

社会教育( 55)
       ( 23)

地域づくり( 79)
         ( 38)

文化・芸術( 37)
         ( 23)

スポーツ( 32)
       ( 15)

環境保全(105)
       ( 52)

災害救援( 10)
       (  6)

地域安全(  3)
       (  2)

人権・平和(  9)
         (  7)

国際交流( 47)
       ( 21)

男女共同参画(  3)
           (  3)

子ども( 82)
     ( 62)

ＮＰＯ支援( 23)
         ( 19)

産業・起業支援(  3)
             (  3)

情報通信(  7)
       (  3)

科学技術(  3)
       (  2)

消費者保護(  4)
         (  1)

その他( 17)
     (  7)

正会員(社員)数（有効：986） 賛助会員数（有効：581）

－無効・無記入を除く、特殊値補正－

（単位：人、N=1,418）

団体の平均正会員(社員)数と平均賛助会員数（主たる活動分野別）

16.4

12.9

28.9

16.3

24.7

52.0

4.8

2.0

59.9

7.8

0.0

1.0

8.0

13.0

6.5

6.6

28.9

27.3

28.2

28.7

5.1

34.1

5.0

9.2

0.0

3.0

12.8

11.3

11.2

16.0

17.5

14.9

10.9

10.3

16.0

12.0

11.3

11.2

16.9

14.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

全体(474)
   (429)

保健・医療(38)
         (41)

福祉(100)
    (116)

社会教育(20)
       (20)

地域づくり(29)
         (25)

文化・芸術(21)
         (21)

スポーツ(14)
       (12)

環境保全(53)
       (37)

災害救援(8)
       (6)

地域安全(3)
       (1)

人権・平和(6)
         (6)

国際交流(21)
       (11)

男女共同参画(2)
           (1)

子ども(33)
     (33)

ＮＰＯ支援(19)
         (16)

産業・起業支援(3)
             (2)

情報通信(5)
       (5)

科学技術(1)
       (1)

消費者保護(1)
         (1)

その他(10)
      (4)

正会員(社員)数（有効：387） 賛助会員数（有効：359）

－無効・無記入を除く、特殊値補正－

（単位：団体、N=1,418）
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(3) ボランティア 

①ボランティアの職業 

・家事専従者が１／３を占め、企業・団体職員、経営者・自営業者がそれに続く。 

【参考】 

最も多いのは、「家事専業者」で３割弱であ

るが、営利事業に携わる「企業・団体職員」

「経営者・自営業者」「パート・アルバイト」

（以下営利事業従事者）で合わせると４割弱

になる。「その他」では、企業退職者、ヘルパ

ー、芸術家、こども、ジャーナリストなどが

見られた。 

主たる活動分野別で特徴を見ると、「福祉」

「子ども」分野において「家事専業者」の割

合が特に高い。背景には、日常の家内業務の

中で、家族の介護や子どもの教育などに関わ

る機会を通じて問題意識を持つことが多いこ

とがあると考えられる。一方、営利事業従事

者では、「地域づくり」「環境保全」の割合が 

特に高く、地域づくりによる商業の活発化、企業活動における環境問題への対応の高まりなどが、

これら分野に積極的に取り組むきっかけになっているものと考えられる。なお、学術性や専門性の

高い「教員・研究者」、「学生」、「専門家（弁護士・会計士等）」については、回答団体数の少ない

分野を除けば、全ての分野において偏りなく占めており、ＮＰＯ活動に求められる技術的・専門的

側面での支柱となっていることが伺われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティアの職業の構成比

その他
10.9%

他のＮＰＯ職員
1.8%

行政機関の職員
1.9%

専門家（弁護士・
会計士等）
4.2%

教員・研究者
4.7%

パート・
アルバイト
7.7%

学生
8.7%

経営者・
自営業者
14.8%

企業・団体職員
17.0%

家事専業者
28.2%

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：818）

－複数選択、無効・無記入を除く－

ボランティアの職業の構成比（主たる活動分野別）

28.3

35.3

55.7

33.3

48.1

56.4

58.3

100.0

44.4

48.6

6.7

26.8

39.8

40.0

67.5

39.6

6.4

20.0

0.0

5.0

0.8

5.4

3.4

17.6

13.6

12.6

20.9

15.0

14.5

29.0

24.9

9.2

0.0

17.9

20.7

33.4

20.1

60.0

22.3

70.0

16.7

25.8

28.2

29.3

46.8

14.8

16.2

28.6

8.7

8.9

5.0

0.0

24.9

20.7

71.3

32.7

25.0

0.0

13.3

17.1

1.6

0.0

0.0

0.0

0.2

0.3

8.3

0.0

16.7

10.9

14.0

9.4

27.2

10.4

7.8

4.2

7.9

8.9

16.7

6.0

0.0

15.0

50.0

14.1

3.3

10.0

39.2

39.5

1.7

1.9

1.1

0.9

0.3
2.0

3.6

3.9

1.0

0.0

0.3
0.0

0.0

3.3

5.0

4.0

0.0

0.0

1.8

2.8

1.9

0.8

0.0

1.8

0.0

0.3

0.0

20.0

7.5

0.0

1.4

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計( 818)

保健・医療(  79)

福祉( 231)

社会教育(  38)

地域づくり(  64)

文化・芸術(  21)

スポーツ(  24)

環境保全(  73)

災害救援(    6)

地域安全(    1)

人権・平和(    7)

国際交流(  29)

男女共同参画(    3)

子ども(  57)

NPO支援(  13)

産業・起業支援(   1)

情報通信(   6)

科学技術(   2)

消費者保護(   3)

その他(  17)

企業・団体職員、経営者・
自営業者、パート・アルバイト

家事専業者

他のＮＰＯ職員
教員・研究者、学生、
専門家（弁護士・会計士等）

行政機関の職員

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：675）

その他

-複数選択、無効・無記入を除く-
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②ボランティアの人数と活動時間 

＜人数＞ 

・１ヶ月に延べ平均 50 人弱がＮＰＯ法人においてボランティア活動を行っている。 

・参加数 20 人未満が過半数を超え、団体の事業規模、活動分野により開きがある。 

＜活動時間＞ 

・１人当たりの平均活動時間は20.4時間／月で、全勤労者の平均残業時間9.8時間／月（平

成 12 年度毎月勤労統計調査）を上回る。 

・他方、活動時間が 10 時間未満のボランティアも半数近くあり、個人差がある。 

【参考】 

主たる活動分野別で見ると、人数では「福祉」「子ども」「保健・医療」、「社会教育」等の分野

で多く、活動時間では「保健・医療」「福祉」などで多い。これら分野では、個人対個人ベースで

のやりとりが多いため、必然的に多くのボランティアを必要としていることが考えられる。 

ＮＰＯ法人においては、こうした数多くのボランティアやその膨大な活動量（時間）によって

活動が支えらていることが伺われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20人未満
51.9%

50人以上
100人未満
11.8%

100人以上
200人未満
6.7%

200人以上
5.0%

20人以上
50人未満
24.7%

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：806）

１団体当たり１ヶ月
平均
48.0人

－無効・無記入を除く－

ボランティアの延べ人数（1ヶ月当たり）

6.0

6.0

26.2

22.3

33.6

53.6

43.5

38.1

7.0

18.3

22.3

30.7

36.8

30.5

72.7

47.5

48.0

45.2

47.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

消費者保護(  4)

科学技術(  3)

情報通信(  5)

産業・起業支援(  3)

ＮＰＯ支援( 17)

子ども( 55)

男女共同参画(  2)

国際交流( 35)

人権・平和(  5)

地域安全(  1)

災害救援(  3)

環境保全( 69)

スポーツ( 22)

文化・芸術( 22)

地域づくり( 51)

社会教育( 39)

福祉(257)

保健・医療( 79)

全体(810)

（単位：人、N=1,418、有効：672）

ボランティアの平均延べ人数（１ヶ月当たり）（主たる活動分野別）

－無効・無記入を除く－

10時間未満
48.6%

10時間以上
20時間未満
18.7%

80時間以上
5.4%40時間以上

80時間未満
8.5%

20時間以上
40時間未満
18.9%

（単位：％(対有効)、N=1,418、有効：710）

１人当たり１ヶ月
平均
20.4時間

－無効・無記入を除く、特殊値補正（平均）－

ボランティアの平均活動時間（１人1ヶ月当たり）

37.0

12.5

32.7

4.5

9.4

11.0

12.0

46.0

30.0

24.0

15.0

10.5

7.9

12.5

17.5

26.5

20.4

18.5

20.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

消費者保護(  3)

科学技術(  2)

情報通信(  3)

産業・起業支援(  2)

ＮＰＯ支援( 14)

子ども( 46)

男女共同参画(  2)

国際交流( 32)

人権・平和(  3)

地域安全(  1)

災害救援(  3)

環境保全( 59)

スポーツ( 20)

文化・芸術( 17)

地域づくり( 46)

社会教育( 38)

福祉(231)

保健・医療( 70)

全体(714)

（単位：時間、N=1,418、有効：592）

ボランティアの平均活動時間（１人１ヶ月当たり）（主たる活動分野別）

－無効・無記入を除く、特殊値補正－
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③ボランティアの手当等と交通費等の実費支払の有無 

・ボランティア手当のある団体は２割弱で、１人１日平均約 3.1 千円で１千円台が多い。 

・また、交通費等の実費支払は３割強に留まる。 

【参考】 

ボランティア手当については、支払うべきものなのかどうか様々な意見があるが、ボランティア

活動に伴って発生する実費までも個々人の持ち出しになってしまうことで、経済的に活動を継続す

ることができなくなってしまうケースも生じており、事務局スタッフの給与と共に、そのための資

金源確保が課題であると言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.6

18.4

34.7

49.4

0.3

0.4

31.4

31.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実費(交通費等)の支払

ボランティア手当の支払

（単位：％(対N)、N=1,418）

ある ない 無効 無記入

ボランティア手当等の有無と実費（交通費等）支払の有無

　平均：3,101円／日

ボランティア手当の１人当たり金額

20 (7.7%)

11 (4.2%)

5 (1.9%)

3 (1.1%)

24 (9.2%)

55
(21.1%)

27 (10.3%)

26 (10.0%)

13 (5.0%)

29 (11.1%)

7 (2.7%)

1 (0.4%)

5 (1.9%)

1 (0.4%)

4 (1.5%)

3 (1.1%)

9 (3.4%)

18 (6.9%)

0 10 20 30 40 50 60

1時間：800円未満

1時間：800円以上1,000円未満

1時間：1,000円以上1,200円以下

1時間：1,200円以上

1日：1,000円未満

1日：1,000円台

1日：2,000円台

1日：3,000円台

1日：4,000円台

1日：5,000円台

1日：6,000円台

1日：7,000円台

1日：8,000円台

1日：9,000円台

1日：10,000円以上12,000円未満

1日：12,000円以上20,000円以下

無効

無記入

（単位：団体(％(対あり))、N=1,418、ボランティア手当｢あり｣：261）

　平均：3,101円／日
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(4) 労務関係等 

・事務局スタッフと雇用契約を結ぶ団体は３割強と非常に少ない。 

・就業規則整備や各種保険加入も２割台と少なく、退職金有りは１割に満たない。 

【参考】 

このような労務関係等未整備と

いった労働環境の脆弱さは、ＮＰ

Ｏ法人への人材の流動化を妨げる

一つの要因になっていると考えら

れる。  

これらの最大の原因は、ＮＰＯ

法人の資金基盤の弱さにあると考

えられるが、一方で、既存の労務

関係等の制度・システムそのもの

が、ＮＰＯ的な労働スタイル（組

織のフラット性、非常勤や短時間

労働の多さ、就労の流動性の高さ

等）にあっていない側面もある。 

 

(5) 外部からの出向や兼務の職員 

・外部からの人材受入れは、１割強に留まっている。 

・行政よりも企業からの受入れが多い。 

【参考】 

外部からの出向・兼務の職員を人数で見てみると、半数以上が１人のみに留まるが、現行のＮＰ

Ｏ法人の事務局スタッフ数を考えれば、活動を行う上で大きな力になっていること自体にかわりは

ないと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労務関係等

112
(7.9%)

461
(32.5%)
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(28.0%)
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(28.8%)
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(20.2%)
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（単位：団体(％(対N))、N=1,418、有効：837）

－複数選択、無効・無記入を除く－

外部からの出向・兼務の職員の有無と内訳

いる
181(12.8%)

その他から
53(32.5%)

行政から
10(6.1%)

企業から
100(61.3%)

無記入
180(12.7%)

無効
2(0.1%)

いない
1,055(74.4%)

（複数回答）

(単位：団体(％)、N=1,418）
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(6) 最も必要とする人材 

・専門家・研究者に対するニーズが高く、人材の専門性や社会経験が重視されている。 

・特にスタッフでは、ボランティアに比べて、ＮＰＯ、企業、行政等の組織での活動の経

験者に対するニーズが高い。 
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外部からの出向や兼務の職員の人数

70.0

54.0

18.9

10.0

21.0

5.7 7.5 5.754.7 7.5

20.0

14.0 5.0

1.0

2.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他から
(有効:53団体)

行政から
(有効:10団体)

企業から
(有効:100団体)

１人 ３人２人

４人 ５人 ６人以上

人数不明

－無効・無記入を除く－

（単位：％(対有効)、N=1,418）

最も必要とする人材

7.8

19.6

6.4

17.2

9.2

1.3

27.7

23.6

10.9

4.2

13.3

13.6

6.3

3.5

18.3

17.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティア

事務局スタッフ

（単位：％(対N)、N=1,418）

ＮＰＯ経験者 企業・行政等職員 その他

学生 専門家・研究者等 家事専業者 無効 無記入


